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1 まえがき  

本報告ではAGEを用いて情報経済の分析を行う手法  

を示し，日本でのシナリオ分析へと応用する。  

2 情報政策の応用一般均衡分析  

応用一般均衡分析：AGE（Applied General E  

dum）分析は，実際に均衡解を求める方法であり，政策評  

価を行う上で欠かせないツールとなっている。AGEモ  

デルは，完全政争を前提とする一般均衡モデルに，税収と  

いう内生変数を加えたモデルである。   

財・生産要素の税抜き価格n，乃，．．．，恥と予定税収r  

がある値に決まっていると仮定する。政府は，予定税収に  

従って移転支出を行う。消費者は，生産者価格だけでな  

く，これらの移転支出を加算した税引き後所得と税込みの  

財価格をもとに，自分の効用を最大化する行動をとる。こ  

れにより，財の需要と同時に，供給を決定する。このよう  

な経済主体の個々の行動の結果として，政府の税収r十が  

決まり超過税収且r＝r＋一丁が発生する。すべての経済  

主体の財・生産要素の，需要別と供給別に集計をとったも  

のから，それぞれの超過需要が決定される。それぞれの価  

格釣，鍋，‥．，p巾rに対して超過税収を含む拡張された超  

過需要β1，筏，…，駄，みが求まり，これをゼロとする均  

衡分析となる。3部門の場合，式では動■月1＋打払＋み＝  

0  

ルを踏まえて説明していく。それは生産部門数，商品数，  

消費者数をすべて2に想定して，すなわち，生産部門は，  

情報化生産部門（IT）および非情報化生産部門（NIT）か  

ら構成され，商品は情報化商品（IT）および非情鞭化商  

品（NIT）に分類し，それぞれの生産者価格はplおよび  

乃とし，さらに消費者は，富裕階層（mCH）とこれ以外  

（POOR）と想定して話を進めていく。以下からは，この2  

部門2要素2人の均衡モデルについて説明を行う。   

生産過程において，2つの生産要素，すなわち，資本∬  

および労働上しか投入しないとする。産業部門は，情線化  

生産部門（IT），および非情報化生産部門（mT）の2つ，消  

費者は2階層であるとする。これに政府を加えた2要素  

2財2人3部門モデルの経済である。   

市場のメカニズムによって，生産者と消費者は，それぞ  

れ，利潤最大化および消費の効用最大化を求める。このな  

かで，その2要素の要素価格をそれぞれ，ぴ（労働価格），お  

よぴー（資本価格）とする。   

税の導入   

租税を取り入れることによって，商品税が課せられて，  

消費者価格鶴は次のように計算される。匂 ＝勒（1＋  

勺），ブ＝1，2ここで，巧およびり，ブ＝IT，mではそれ  

ぞれ，税金を含まない生産者価格および商品税率である。  

また，生産要素税には，給与税および資本所得税が課せら  

れ，それぞれの税率を¶メと旬，（J＝1，2）とすると，労働  

と資本の税込価格（利用者価格）は，それぞれ，可1＋¶メ），  

r（1＋旬）となる。また，消費者（第m家計）の所得税額  

んはZふ＝～（wム爪＋r∬m－ダ）となる。いま，m＝  

1，2（mCH，POOR）なる2つの家計を仮定する。ここで，  

分かりやすくするために線形税関敷に限定する。丁もとダ  

はそれぞれ，限界税率と課税最低水準である。ムmと∬m  

は各消費者が保有する労働と資本の量である。  

移転所得   

一方，政府側の租税の総税収をちとすると，ち ＝  

∑∑り研㌻十∑¶jひエj＋∑旬r均＋∑句（ぴエm＋  

3 AGEの解法と不動点  

AGEにより一般均衡分の解を求めるには，数学で用い  

る不動点定理を利用する（スカーフ・アルゴルリズム）。   

一般均衡が成立する均衡価格は不動点となることが示  

されるので，AGEは不動点の計算そのものとなる。こ  

こで，分かりやすくするために，以下からは主にSboven，  

Wballey（1992）の租税を取り入れた2財2要素2人モデ  
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3．1 政策シミュレーションの結果  

税率などを変化させたときに，情報セクターの産出がど  

の程度増大するかを見積り，その政策に実効性があるかど  

うかを判断する。  

表6．9 基本バラメータの設定  

r∬m－ダ）となる。ここで，ヱ㌢は，第m消費者の第j商  

品を購入する量である。この変数の計算式は後で示す。   

さらに消費者への移転支出を想定し，消費者mか受  

け取る移転額をrm，予想税収をアとすると，rm ±  

7mr，∑rれ ＝ r，∑7m ＝1が成り立つ。ここで，  

超過税収んは以下のように計算される。入ヱ ＝ ろ－  

∑乙＝1rm続いて，商品ブ（J＝・1，2（IT，MT））のCES  

生産関数を仮定する（式は省略）。これに対して1単位の  

産出あたりの費用最小化要素需要を求めることによって  

qj（商品メの生産量）で，埠とエゴ（投入された資本および  

労働）の関係式を得る。この式用いるAj，ちおよびJjは  

それぞれ，効率，分配，および代替の弾性である。   

さらに利潤ゼロ条件から生産者価格乃と要素価格wと  

rの間に式が成立することが分かる（省略）。  

バラメータ   設定基準値   

α㌻，α㌻   0．5，0．5   

αデ，αぎ   0．3，0．7■   

〝，〝   1．5，0．75   

∬m月，∬mP   25，0   
ムm月，上れタ   0，60   

Al，A2   1．5，2．0   

∂1，∂2   0．6，0．7   

JユIJ2   2．0，0．5   

pj＝叫・小（1叫）＝叫・刷・r（1・刷  

（6．49）  

これは商品の供給関数となる。   

家計の経済行動   

また，消費者の効用関数を，次のような形であると仮定  

する。  

2   

㌦＝【∑（α㌢）オ（ェ㍗）掌】ポ旨  （6・50）  

i＝1  

制約条件  

2   

∑9‘エ㌢＝ひエm＋r∬m－ん＋rm （6・51）  
i＝1  

の下で消費者は効用乙㌦を最大化にする。これにより，消  

費者の需要関数が計算される（省略する）。さらに吼 ＝  

∑≡1げが成立する。  

超過需要の集計   

また，要素超過需要関数を，それぞれ，ん，入たとすると，  

以下のようになる。  

表6．10 比較基準たるケース1  

資本所得税   ¶El＝0．5   

商品税   れ＝乃＝0．1   

税金の移転率  7月＝0・4，7♪＝0・6   

均衡解  

価格  r＝1．126；W＝1．000； 

pl＝1．466；p2＝1・005  

生産量   ql＝22．442；q2＝57・236   

労働   ム1＝26．049；上2＝33．950   

資本   ∬1＝4．057；∬2＝20．943   

税移転額   月月＝4．531；が＝6．797   

表6．12 ケース1との比較結果  

初期値  変更値  qり   ム1，2   ∬1，2   
0．5  0．39％  0．31％  0．71％   

7′（  0．4          fl 7  0．6   0．5  －0．19％ －0．23％ －0．13％   

0．3  －0．39％ －0．30％ －0．71％   

7Jt  0．4        7ア  0．6   0．7  0．19％  0．23％  0．14％   

丁鳥1  0．5   0．4   3．6％  －0．16％ 18．0％   

m2   0   0．1   －1．4％  0．13％  －3．6％   

Tと1  0．5   0．3   7．4％  －0．12％ 39．1％   

丁上2   0   0．2  －3．2％ 0．097％ －7．5％   
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